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1.はじめに 

  

１．はじめに 
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地球温暖化は、気温上昇や豪雨の激甚化、台風の強大化、海面水温の上昇などを通じて、私

たちの暮らしと産業に影響を及ぼしています。海に囲まれた五島市では、漁業・農業・観光をは

じめ、島の生活基盤そのものが気候変動の影響を受けやすく、温暖化対策は将来世代への責

任として避けて通れない課題です。 

一方で本市は、再生可能エネルギーの導入・活用に早くから挑戦してきた地域でもありま

す。令和 2年 12月に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、2050年までに市内の二酸化炭素排

出実質ゼロを目指すことを掲げました。こうした方針のもと、市民・事業者・関係団体・行政が

一体となり、脱炭素と地域の活力を両立する「島まるごとカーボンニュートラル」の実現に向

け、取組を進めています。 

本計画(事務事業編)は、五島市役所が行う事務事業及び市が管理する施設等を対象に、温

室効果ガス排出量の削減を着実に進めるための行動計画です。対象設備における蓄電池併設

PPAモデルの推進、再生可能エネルギー由来の電力への切替、省エネルギーの徹底、設備の

計画的な更新、公用車の集約化および EV化など、日々の業務の中で実効性のある取組を積

み上げていきます。 

今回の改定では、国の政策動向や社会情勢の変化を踏まえつつ、取組の優先順位と実施体

制を明確化します。あわせて、災害時のエネルギー確保など、地域のレジリエンス(強靱性)にも

資する取組を推進し、公共施設が率先して脱炭素のモデルとなることを目指します。 

市民の皆さま、事業者の皆さまの理解と協力なくして、脱炭素の実現はありません。五島市

役所は、自治体としての責任を自覚し、全職員が「自分の業務が排出削減につながる」ことを意

識して行動します。五島の豊かな自然と暮らしを守り、次の世代に誇れる島を引き継ぐため、

実行力ある温暖化対策を進めることをここに決意します。 

五島市長 出口太 

2026年（令和 8年）3月 
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2.背景 

  

2．背景 
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(1) 気候変動の影響 

地球温暖化を主因とする気候変動問題は、平均気温の上昇、豪雨や猛暑等の異常気象の頻

発化、海面上昇などを通じて、人類の生存基盤や社会経済活動に深刻な影響を及ぼすことが

懸念されており、世界共通の喫緊の課題となっています。既に、世界各地で自然災害の激甚化

が報告されているほか、日本においても記録的な高温、集中豪雨の増加、農作物や生態系への

影響など、気候変動の影響が顕在化しています。 

 

(2) 地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

2015（平成 27）年 12月に開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議

（COP21）において、地球温暖化対策に関する国際的な枠組みである「パリ協定」が採択され

ました。同協定では、世界の平均気温上昇を産業革命以前と比べて 2℃より十分低く保つとと

もに、1.5℃に抑える努力を追求することが国際社会共通の目標として掲げられています。 

2018 年に公表された IPCC「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気温の上昇

を、２℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、CO2排出量を 2050 年頃に正味

ゼロとすることが必要とされています。この報告書を受け、世界各国で、2050 年までのカー

ボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。 

 

(3) 地球温暖化対策を巡る国内の動向 

我が国においては、パリ協定の採択を受け、2030年度における温室効果ガス排出量

(GHG排出量)を 2013年度比で 46％削減する目標を掲げるとともに、2020年 10月に

は 2050年に排出量実質ゼロ（ネット・ゼロ）の実現を目指すことを宣言しています。更に

2025（令和７）年には 2035年度、2040年度において、温室効果ガスを 2013年度から

それぞれ 60％、73％削減することを目指す、新たな「日本の NDC（国が決定する貢献）」を

気候変動に関する国際連合枠組条約事務局（UNFCCC）に提出しました。(表 1参照) 

これらを踏まえ、我が国の「地球温暖化対策計画」や「エネルギー基本計画」が策定・改定さ

れ、地方公共団体には、自ら率先して温室効果ガス削減に取り組み、地域の事業者や住民の模

範となることが求められています。 
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表 1 地球温暖化対策計画における 2030年度及び 2040年度の温室効果ガス別その他

の区分ごとの目標及びエネルギー起源二酸化炭素の部門別の排出量の目安 

 

出典：内閣官房・環境省・経済産業省(2025年 2月)地球温暖化対策計画の概要 

＜https://www.env.go.jp/content/000291668.pdf＞ 

これら一連の動きの中で「ゼロカーボンシティ」を多くの自治体が表明し、現在は「2050年

二酸化炭素排出実質ゼロ」を宣言する自治体の数は１,１９６自治体（４６都道府県/664市/２２

特別区/４０１町/６３村）にも及びます。(図 1参照) 

五島市（以下、「本市」という）においても、2020（令和２）年の「カーボンニュートラル全国フ

ォーラム」において「ゼロカーボンシティ」を表明し、「島まるごとカーボンニュートラル」の早期

実現を目指すことを宣言しました。さらに、2023（令和５）年に策定した「五島市ゼロカーボン

シティ計画」（地球温暖化対策地域実行計画(区域施策編)に相当）において明確な方針を掲

げ、再生可能エネルギーの導入や地域特性を活かした脱炭素の取組を着実に進めています。 

 



 

6 

 

図 1：2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況 

出典：環境省（2025年 12月２６日）地方公共団体における 2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況 

＜https://www.env.go.jp/content/000366566.pdf＞ 

図 2：脱炭素先行地域採択地域一覧 

出典：環境省（2026年 2月 13日） 脱炭素地域づくり支援サイト 

＜https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/＞ 
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また、本市は令和 6年度に国から「脱炭素先行地域」に選定されるなど国内の各自治体と比

較しても先導的な役割を果たすことが期待されています。（図 2 参照） 

 

これらの背景のもと、本市自らの事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの削減を計

画的かつ着実に推進し、国の目標達成及び地域全体の脱炭素化に貢献するため、2020年策

定の「第２次五島市地球温暖化対策実行計画」の見直しを行い、新たに改定版として策定する

ものです。 

【コラム】五島市の脱炭素先行地域の提案概要 

図 3：五島市脱炭素先行地域の提案概要 
出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト五島市計画概要 

＜https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/＞ 

五島市の脱炭素先行地域の提案概要は上図の通りです。事務事業編と関りが深い内容は

以下の通りです。 

1)公共施設でのリユース PVパネルを利用した蓄電池併設 PPAモデルの実施 

2)電動自動車（EV）の導入 

3)民生部門（業務その他部門）の電力契約に関する再生可能エネルギー・ゼロカーボンプラ

ンへの切り替え 
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3.基本的事項  

  

3．基本的事項 
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(1) 目的 

第２次五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「本計画」という。）は、本市が行

う事務事業及び市が管理する施設（指定管理者施設及びＰＦＩ事業者が運転する施設を含む。）

に対して地球温暖化対策に向けた取組を率先して行うことで、直接的な温室効果ガスの削減

を図るとともに、市民・事業者の自主的かつ積極的な行動を促進するため、地球温暖化対策の

推進に関する法律第２１条第１項に基づく「地方公共団体実行計画」として策定します。 

 

(2) 対象とする範囲 

本計画は、本市が行う事務事業及び市が直接的に運営・管理する施設（指定管理者施設及び

ＰＦＩ事業者が運営する施設を含む。）を対象とします。ただし、公共工事等の外部へ委託して実

施される事務事業や受益者により光熱費の負担が行われている受益者負担施設は対象から

除きます。 

 

(3) 対象とする温室効果ガス 

本計画の対象となる温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項で

定められた表 2 記載の温室効果ガス７種類のうち、日本の温室効果ガス総排出量において、

最も割合の高い二酸化炭素（CO₂）のみとします。 

表 2 計画の対象とする温室効果ガス 

温室効果ガスの種類 人的な発生源 

①二酸化炭素（CO₂） 【エネルギー起源】 

施設での電気や燃料（プロパンガス、灯油、重油）の使用、公用

車での燃料（ガソリン等）の使用により排出されるもの。 

【非エネルギー起源】 

一般廃棄物（廃プラスチック類）の焼却により排出されるもの。 

②メタン（CH₄） 自動車の走行、一般廃棄物の焼却やし尿処理等により排出され

るもの。その他、農業（家畜のげっぷや排泄物/水田）や化石燃

料の採掘や輸送で排出されます。 

③一酸化二窒素（N₂O） 自動車の走行、一般廃棄物の焼却やし尿処理等により排出され

るもの。その他、農業（窒素肥料の施用/家畜ふん尿処理/微生

物放出）や一部工業プロセス、エネルギー燃焼、排水処理時の硝

化・脱窒反応などで排出されます。 

④ハイドロフルオロカーボ

ン（HFCs） 

自動車エアーコンディショナーの使用・廃棄時に排出されるも

の。 

⑤パーフルオロカーボン

（PFCs） 

半導体の製造、溶剤等に使用され、製品の製造・使用・廃棄時に

排出されるもの。 
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⑥六フッ化硫黄（SF₆） 電気設備の電気絶縁ガス、半導体の製造等に使用され、製品の

製造・使用・廃棄時に排出されるもの。 

⑦三フッ化窒素（NF₃） 半導体製造でのドライエッチングや CVD 装置のクリーニング

において用いられるもの。 

 

【コラム】地球温暖化係数（GWP）とは? 

地球温暖化に影響を及ぼす温室効果ガスは表 2 記載の通り、大きく分けると 7 つの種類

に分けられます。これらのガスはそれぞれ地球温暖化への影響度が異なる為、最も排出量が

多い、二酸化炭素（CO2）を１とし、その他のガスの影響度を係数化しています。 

表 3 地球温暖化係数の例 

温室効果ガス 地球温暖化係数 

二酸化炭素 CO2 1 

メタン CH4 28 

一酸化二窒素 N2O 265 

ハイドロフルオロカーボン HFC-23/32/41/125等 4～１２,４００ 

パーフルオロカーボン PFC-14/116/218等 6,630～11,100 

六フッ化硫黄 SF6 23,500 

三フッ化窒素 NF3 16,100 

出典：環境省 算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧より抜粋 

https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/files/calc/itiran_2023_rev4.pdf 

上表 3のようにガスの種類によっては地球温暖化への影響が大きなものとなりま

すが、排出削減対策が困難な排出減も多く、将来に渡り対策を行う必要があります。 

(4) 計画期間 

本計画の計画期間は、2026年度(令和８年度）から2030年度(令和 12年度）までの５年

間とします。（下表 4 参照）ただし、進捗状況や地球温暖化対策に関する社会経済情勢の変化

等を考慮し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

また、本改定前の計画は 2014 年度(平成 26 年度)を基準年度としておりましたが、ゼロ

カーボンシティ計画や国の目標との整合を図る為、今回 2013 年度(平成 25年度)を基準年

度として計画を見直しました。 

表 4 計画期間のイメージ 

項 目 
年 度 

2013 ２０１９ 2020 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

期間中の 

事項 

基準 

年度 

計画策定 

（第二次） 

計画開始 

（第二次） 
改定 

計画開始 

（改定） 
    

当初計画

期間 
         

改定計画

期間 
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(5) 上位計画及び関連計画との位置付け 

五島市事務事業編は、地球温暖化対策推進法第 21条第 1項に基づく地方公共団体実行計

画（事務事業編）として策定します。また、五島市ゼロカーボンシティ計画(区域施策編)及び五

島市まち・ひと・しごと創成人口ビジョン・総合戦略に即して策定します。各計画との関連性は、

下図 4：の通りです。 

図 4：本事務事業編の他の計画との関係性・位置づけ 
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4.温室効果ガスの排出状況 

  

4．温室効果ガスの排出状況 
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(1) 「温室効果ガス総排出量」 

本市の事務・事業に伴う二酸化炭素（CO₂）は、基準年度である 2013 年度において、

22,145t-CO2となっています。最新値である 2024年度の排出は１１,２５０ｔと基準年度と

比較して約 50％の削減率となっています。直近 5 年間はほぼ横ばいで推移する傾向となっ

ています。(図 5 参照) 

 

図 5 五島市の事務・事業に伴う二酸化炭素（CO₂）排出量の推移 

 

各年度の排出量の内訳は下表 5の通りです。 

表 5 過去 5年間の排出量推移 

 
ガソリン 灯油 軽油 重油 LPG 電力 エネ起合計 非エネ起源 総計 数値差 

基準年比

率 

2013年度 

(平成 25年

度) 

334 815 316 2,868 191 12,061 16,585 5,560 22,145 0 100% 

2020年度 

(令和 2年度) 
262 634 296 509 322 5,467 7,490 4,556 12,046 10,098 54% 

2021年度 

(令和 3年度) 
274 242 305 785 37 4,424 6,067 3,957 10,023 12,121 45% 

2022年度 

(令和 4年度) 
258 737 304 599 82 4,424 6,404 4,455 10,858 11,286 49% 

2023年度 

(令和 5年度) 
271 753 446 434 69 4,191 6,164 4,453 10,617 11,528 48% 

2024年度 

(令和 6年度) 
275 624 472 684 69 3,887 6,011 5,239 11,250 10,895 51% 
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2024（令和6）年度の排出量構成は、非エネ起の排出が全体の 47％を占め、次いで電力３

5％、重油5％、灯油６％、軽油４％、ガソリン２％、プロパンガス 1％となっています。（図 6参

照） 

(単位：ｔ) 

 

図 6 エネルギー種別の二酸化炭素（CO₂）排出量・割合（2024年度） 

 

基準年度となる 2013 年度の排出量構成は以下の通りです。電力による排出が全体の５

４%を占め、次いで非エネ起の排出が 25％、重油 13％、灯油 4％、ガソリン２％、軽油 1％、

プロパンガス 1％となっています。（図 7参照） 

（単位：t） 

 

図 7 エネルギー種別の二酸化炭素（CO₂）の排出量・割合（20１３年度） 
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(2) 温室効果ガスの排出量の増減要因 

五島市の事務・事業に伴う温室効果ガスの排出量の主要な排出要因と削減要因を分析しま

した。 

① 公共施設 

主要な排出要因 

➢ 市営温浴施設のエネルギー消費 

➢ ごみ処理施設のエネルギー消費に伴う排出 

➢ ごみ焼却時にプラスチック類が燃焼されることに伴う排出 

 

減少要因 

➢ 公共施設への LED照明導入による電気消費量の減少 

➢ 市役所本庁舎・支所の建て替え更新によるエネルギー効率の向上 

➢ 公共施設での再生可能エネルギー電力・ゼロカーボン電力プランへの切替 

 

② 学校 

主要な排出要因 

➢ 小・中学校へのエアコン設置による電気消費量の増加 

 

削減要因 

➢ 小・中学校の統廃合による電気消費量の減少 

➢ 小・中学校施設での再生可能エネルギー電力・ゼロカーボン電力プランへの切替 

 

③ 公用車 

主要な排出要因 

➢ 電化が困難な作業用車両などによる排出 

 

減少要因 

➢ BEV車やハイブリッド車、燃費性能に優れた車両の導入 

 

(3) 温室効果ガスの排出削減に向けた課題 

五島市の事務・事業に伴う温室効果ガスの排出削減に向けた課題を、施設別に示します。 

 

① 公共施設 

温浴施設での化石燃料燃焼に伴う CO2排出量の割合が高くなっています。設備更新のタイ

ミングでより高効率なボイラーを利用するなど、燃料の利用に伴う CO2 排出量を減少させる

ための取り組みが必要です。 

また、ごみ焼却時のプラスチック類が燃焼することによる排出量増加が課題となっています。
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生活の中でのプラスチック製容器包装の発生抑制を図るなどの取り組みを進める必要があり

ます。 

 

② 学校 

小・中学校でのエアコン利用など、新たな電気の需要が発生しています。気温上昇による熱

中症対策などのため今後も電気の需要は続くものと予想されます。 

 

③ 公用車 

公用車の更新に当たっては、電動車（EV・FCV・PHEV・HV）へ代替することで CO2排出量

を減少させることができるものの、車両予算の確保に課題があります。車両台数についても管

理体制を見直すなど効率的な運用の実現可能性を検討する必要があります。 
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5.温室効果ガスの排出削減目標  

5．温室効果ガスの排出削減目標 
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(1) 目標設定に向けた重要アクション 

本市では、本計画に掲げる 2030 年までの目標を達成するために、次の基本方針を定め、

取組を推進していきます。 

１ PPA導入施設の拡大（再生可能エネルギーの発電と有効活用の最大化） 

市が保有する公共施設で使用する電力は、太陽光発電設備を始めとする CO2 の排出負荷

が小さい再生可能エネルギーを創出する設備を導入し、発電電力の使用（自家消費）を推進し

ます。脱炭素先行地域の交付金等も積極的に活用しながら、再エネ発電設備と併せて蓄電池も

導入することで災害時のレジリエンス強化にも繋げます。導入候補施設のリスト化を進めると

ともに、今後新設や大規模改修を行う施設などについて全庁的に情報共有を行い、無駄なく

進める必要があります。建物毎にエネルギーの利用状況は異なりますが、ゼロカーボンシティ

計画との整合を取る為、1 件あたりの削減平均値を３．７５ｔ-CO2/年として削減が期待される

ものとして目標設定に活用しています。 

➢ PPA導入目標件数：１８０件 

 

２ 再生可能エネルギー/ゼロカーボン電源プランの契約 

太陽光発電設備の PPA モデルで賄い切れない、電力会社より購入する電力について再生

可能エネルギー由来のプランへの切替を進め、電力消費に係る CO2排出の実質ゼロを目指し

ます。具体的には事務事業編対象の全ての施設を原則として以下のスケジュールで進めるこ

ととします。再エネの導入と本件再生可能エネルギー/ゼロカーボン電源プランの契約を通じ

て事務事業編の対象設備からの電力由来の排出量を実質ゼロとすることとします。 

➢ 直営施設：2026年度まで 

➢ 指定管理・PFI施設：2027年度まで 

 

３ 公用車の集約化および EV化 

BEVの導入を進めるとともにEVバッテリーの電力を脱炭素先行地域で進む電力の充放電

を通じた地域再エネ最大化活用に向けた取り組みも民間連携(リース等含む)の中で今後検討

していくことも重要です。併せて一部の車両について各課でなく全体で保有・管理していくよ

うな仕組みでそもそも財政負担を減らす効率的な運用についても検討を行う必要があります。

ＥＶ車両の充電は全て再生可能エネルギーあるいはゼロカーボン電源から充電する場合、ゼロ

カーボンシティ計画との整合を取る為、1 台あたりの削減平均値を 2．７ｔ-CO2/年として削減

が期待されるものとして目標設定に活用しています。 

➢ 導入目標台数 50台 
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４ 省エネに向けた全職員の率先行動と庁内文化の醸成 

ゴミ分別の徹底、エコドライブ、再生利用品の活用など、職員一人ひとりが環境配慮行動を

実践し、庁内全体で脱炭素を意識した行動習慣を根付かせ、実践します。そのためにもエネル

ギーを多く使用する施設を対象に省エネルギー診断を実施し、削減に向けた方策を検討して

いきます。 

また、職員がそれぞれの家庭や地域においても再生可能エネルギー設備の導入や再生可能

エネルギー由来電力への切替、省エネ行動を実践することで、取組の民生部門（家庭・業務）へ

の展開を図り、市域全体の地球温暖化対策推進を目指します。 

➢ 省エネルギー診断実施施設５施設程度 

 

５ 廃棄物の減容化と含水率の減少 

プラスチック系廃棄物の中の炭素分が燃焼を通じて CO2 として排出されますが、可燃ごみ

を焼却処理する際に含まれるプラスチックの量が近年増加していることから、この非エネルギ

ー起源の CO2 排出量が増加しています。プラスチック系廃棄物の排出抑制や再利用を促進す

るとともに生ごみ等の含水率が高く、熱量が低い廃棄物への対策を進める必要があります。 

 

(2) 温室効果ガスの削減目標 

温室効果ガス排出量の削減目標を考えるうえで、BAU 排出（Business As Usual/追加

的な温暖化対策を実行せずに人口や経済活動の推移を基に推計した排出量）をまず設定しま

した。その際に用いた考え方は下表 6の通りです。 

表 6 BAU排出量推計の考え方 

項目 内容 

ガソリン・軽油 2024年度（令和 6年度）使用量に対して、ゼロカーボンシティ計画

の BAU推計での排出削減と同様に登録車両台数推計値の傾斜に基

づいて評価 

灯油・重油・LPG 2024年度（令和 6年度）使用量に対して、ゼロカーボンシティ計画

の BAU推計での排出削減と同様に第三次産業従事者推計値の傾斜

に基づいて評価 

電力 既に直近年度の電力由来の排出量値には再生可能エネルギー/ゼロ

カーボン電力の契約分による削減が反映されていることから直近年

度からの BAU推計が有意ではない為、基準年排出量に対して、第三
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次産業従事者推計値の傾斜に基づいて評価（電力は毎年排出係数が

異なる為、電力使用量とイコールになりません） 

非エネルギー起

源 CO2排出量 

五島市一般廃棄物処理基本計画のごみ量推計値から 2030年(令和

12年度)時点のごみ量を推計しました。なお、合成繊維比率は全国統

計値、廃プラスチック類比は五島市の組成調査値を使用し、これらに

ついて過去 5年の値から平均値を使用し、ごみ量と掛けて推計を実

施しました。 

 

前項に記載した活動方針と上記 BAU 推計の結果を基に本実行計画の目標年度（2030 年

度）に、基準年度（2013年度）比で７6.25％削減することを目標とします。(下表 7・表 8) 

表 7 2030年度排出量目標内訳（2013年比） 

 ガソリ

ン 
灯油 軽油 重油 LPG 電力 

エネ起合

計 

非エネ起

源 
総計 数値差 

基準年比

率 

2013年度 

(平成 25年

度) 

334 815 316 2,868 191 12,061 16,585 5,560 22,145 0 100% 

改定事務事業

編 2030年

度(令和 12

年度) 

122 605 331 664 66 (0) 1,788 3,４７５ 5,２６３ 16,584 23.7% 

 

表 8 温室効果ガスの削減目標 

項 目 基準年度 

（2013年度/平成 25年度） 

目標年度 

（2030年度/令和 12年度） 

温室効果ガス排出量 

（実績・目標値） 
22,145t-CO2 5,263t-CO2 

基準年比削減率 － 76.25％ 

 

基準年、最新値である2024年度(令和6年度)値と目標年度である2030年度(令和 12

年度値)の推移を整理したのが以下の図 8です。 
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図 8 温室効果ガス削減目標の基準年からの推移 

 

併せて目標年度 2030年度(令和 12年度)における排出量の内訳を示したものが以下の

図 9です。 

（単位：ｔ） 

 

図 9 本計画目標年度 2030年度における温室効果ガス排出量・割合 
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6.目標達成に向けた取組 

  

6．目標達成に向けた取組 



 

23 

 

(1) 取組の基本方針 

温室効果ガスの排出要因である、電気使用量と灯油・重油・ガソリンなどの燃料使用量の削

減に重点的に取り組むとともに市内に多くポテンシャルを有する再生可能エネルギー電力の

積極的な活用を推進します。 

 

(2) 具体的な取組内容 

政府実行計画では、表 9 に示された取組が示されています。五島市においては、「再生可能

エネルギー電力調達の推進」「太陽光発電の最大限の導入」、「電動車の導入」を重点的な取組

として位置付けます。 

 

表 9 政府実行計画に新たに盛り込まれた主な措置の内容とその目標 

措置 目標 

太陽光発電の最大限の導入 2030年度までに設置可能な政府保有の建築物（敷地含む）

の約 50％以上に太陽光発電設備を設置、2040 年度まで

に 100％設置を目指す。ペロブスカイト太陽電池を率先導入

する。また、社会実装の状況（生産体制・施工方法の確立等）

を踏まえて導入目標を検討する。 

建築物における省エネルギー対策

の徹底 

今後予定する新築事業については原則 ZEB Oriented 

相当以上とし、2030 年度までに新築建築物の平均で ZEB 

ready 相当となることを目指す。また、2030 年度以降に

は更に高い省エネ性能を目指す。また、既存建築物について

省エネ対策を徹底する。 

建築物の資材製造から解体（廃棄段階も含む）に至るまでの

ライフサイクル全体を通じた温室効果ガスの排出削減に努め

る。 

電動車の導入 公用車については、代替可能な電動車がない場合等を除き、

新規導入・更新については2022年度以降全て電動車とし、

ストック（使用する公用車全体）でも 2030 年度までに全て

電動車とする。 

LED照明の導入 既存設備を含めた全体のＬＥＤ照明の導入割合を 2030 年

度までに 100％とする。 

再生可能エネルギー電力調達の推

進 

2030 年度までに調達する電力の 60％以上を再生可能エ

ネルギー電力とする。 

GX製品 市場で選ばれる環境整備のため、率先調達に取り組む。 

（GX 製品：製品単位の削減実績量や削減貢献量がより大き

いもの、CFP（カーボンフットプリント）がより小さいもの） 
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ここからは五島市の具体的な活動について述べます。 

 

①事務事業編対象設備における蓄電池併設 PPAモデルの導入推進 

環境省脱炭素先行地域の交付金等も積極的に活用しながら、再エネ発電設備と併せて蓄電

池も導入することで災害時のレジリエンス強化にも繋げます。導入候補施設のリスト化を進め

るとともに、今後新設や大規模改修を行う施設などについて全庁的に情報共有を行い、無駄

なく進める必要があります。 

➢ PPA導入目標件数：１８０件 

 

②事務事業編対象設備における再生可能エネルギー/ゼロカーボン電源プランの契約 

太陽光発電設備の PPA モデルで賄い切れない、電力会社より購入する電力について再生

可能エネルギー由来のプランへの切替を進め、電力消費に係る CO2排出の実質ゼロを目指し

ます。具体的には事務事業編対象の全ての施設を原則として以下のスケジュールで進めます。

再エネの導入と本件再生可能エネルギー/ゼロカーボン電源プランの契約を通じて事務事業編

の対象設備からの電力由来の排出量を実質ゼロとすることとします。 

➢ 直営施設：2026年度まで 

➢ 指定管理・PFI施設：2027年度まで 

 

③公用車の集約化および EV化 

BEV の導入を進めるために民間連携(リース等含む)の中での拡充を検討します。併せて

EV バッテリーの電力を脱炭素先行地域で進む電力の充放電を通じた地域再エネ最大化に向

けた取り組みへも活用していくようにしていきます。 

加えて車両の統合化・共同保有を推進することで、財政負担を減らす効率的な運用について

も検討を行います。 

➢ 導入目標台数 50台 

 

④省エネに向けた全職員の率先行動と庁内文化の醸成 

ゴミ分別の徹底、エコドライブ、再生利用品の活用など、職員一人ひとりが環境配慮行動を

実践し、庁内全体で脱炭素を意識した行動習慣を根付かせ、実践します。併せて化石燃料（重

油・軽油・灯油・ガソリン）を利用する設備の中から各部署と協議を行い、重点対策施設として

省エネルギー診断を行うことで化石燃料由来の排出削減の余地を探ります。 

また、事務事業編の対象設備の温暖化対策とは直結しないものの、職員それぞれの家庭や

地域においても再生可能エネルギー設備の導入や再生可能エネルギー由来電力への切替、省

エネ行動の推進を実践することで、取組の民生部門（家庭・業務）への展開を図り、市域全体の

地球温暖化対策の推進を目指します。 

➢ 省エネ診断実施施設１０施設程度 
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⑤廃棄物の減容化と含水率の減少 

可燃ごみを焼却処理する際に含まれるプラスチックの量が近年相対的に増加していること

から、非エネルギー起源のCO2排出量が増加しています。プラスチック系廃棄物の排出抑制や

再利用を促進します。併せて生ごみ等の含水率が高く、熱量が低い廃棄物への対策を進めます。 

 

⑥施設設備等の運用改善 

現在保有している施設設備等の運用方法を見直し、省エネルギー化を推進します。 

➢ ボイラーや燃焼機器は高効率で運転できるよう運転方法の調整を検討します。 

➢ 自動販売機の照明消灯や保冷などピークシフト運転を意識します。 

➢ 空調機器のフィルター類の清掃頻度を上げて送風効率を向上させます。 

 

⑦施設設備等の更新 

新たに施設設備を導入する際や現在保有している施設設備等を更新する際には、エネルギ

ー効率の高い施設設備等を導入することで省エネルギー化を推進します。 

➢ 高効率ヒートポンプなど省エネルギー型の空調設備への更新を進めます。 

➢ 雨水を有効に利用する設備の導入を進めます。 

 

⑧職員のワークライフバランスの確保 

温室効果ガスの排出削減につながる効率的な勤務体制を構築します。 

➢ 計画的な定時退庁の実施により超過勤務を縮減します。 

➢ 事務の見直しによる夜間残業の削減や、有給休暇の計画的消化を推進します。 

➢ テレワークの推進やWeb会議システムの積極的な活用を進めます。 

 

⑨その他の活動 

その他地球温暖化対策実行計画に関連する活動について以下に述べます。 

➢ 農林課と連携し、森林経営活動を通じた森林吸収クレジットの創出を進めます。 

➢ 水産課と連携し、将来的な排出量報告時に活用できる運用となった際には J-ブルーク

レジットの創出を進めます。 

 

【コラム】ＰＰＡとは？ 

PPAとは Power Purchase Agreementの略で、直訳すると電力販売契約という意

味です。個人・企業・自治体が保有する施設の屋根や遊休地を事業者（PPA 事業者）が借り、

無償で発電設備を設置し、発電した電気を個人・企業・自治体が施設で利用します。この際、

発電電力を使用する分については、燃料費調整額・再生可能エネルギー賦課金の負担が無

いことからコストの低減（オンサイトの場合）が期待されるとともに CO2 排出の削減が可能
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です。設備の所有は第三者（事業者または別の出資者）が持つ形となりますので、資産保有

をすることなく再エネ利用が実現できる手段として近年拡大しています。この内容から第三

者（保有）モデルともよばれてます。発電設備を設置やメンテナンスに伴う経費や資産保有リ

スク（アセット保有リスク）を PPA 事業者が負担することで、初期投資が少ない状態で再生

可能エネルギーの導入を狙うモデルです。概念図は以下の図 10を参照ください。 

 

 

図 10 PPAのイメージ図 

 

出典：環境省「再エネスタート 再生可能エネルギー導入方法」より抜粋 

https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/03/ 

 

【コラム】廃棄物のカロリー（発熱量）について 

主な廃棄物/燃料のカロリー（発熱量）の参考値は以下の通りです。いずれも含水率によっ

て大きく数値が変わることから水切りや乾燥等の対策が重要となります。 

表 10 主な廃棄物/燃料のカロリー（発熱量）について 

廃棄物/燃料の種類 1kgあたりのカロリー（発熱量） 

家庭ごみ 数百～３，０００kcal 

廃木材 4,000～５，０００kcal 

ごみ固形化燃料（RDF） ３,000～４，０００kcal 

プラスチック・紙固形化燃料（RPF） ６,000～１０，０００kcal 

原油 約１０，０００kcal 

石炭 6,000～7，０００kcal 

出典：独立行政法人国立環境研究所循環型社会・廃棄物研究センターオンラインマガジン循環・廃棄物のけ

んきゅうより抜粋 

https://www-cycle.nies.go.jp/magazine/kenkyu/20080218.htm 

上表 10 のようにカロリー（発熱量）には大きな差があり、これが廃棄物焼却施設の燃焼効

率にも大きく影響します。 
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7. 進捗管理体制と進捗状況の公表 

  

7．進捗管理体制と進捗状況の公表 
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(1) 推進体制 

五島市事務事業編を推進するために、市長・副市長・教育長をトップとします。その上で各部

長を管理者とする管理部門を設置し、その下に課長・支所長級が実行責任者となる実行部門

を設置します。各実行部門の責任者は各課に「五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

推進委員」（係長級を推奨）を配置し、取組を着実に推進するとともに管理部門へ報告をします。 

なお、未来創造課は事務局として進捗の共有、マニュアル等の整備や相談対応を実施します。

非エネルギー起源CO2排出量に繋がるごみ処理を担う生活環境課とも連携しながら取り組み

を進めます。各階層の役割は以下の通りです。（下図 11も参照） 

 

① 全体統括(トップ)：市長・副市長・教育長 

四半期毎に各課の重点事項の報告を受け、全庁の進捗を把握するとともに進捗に遅れがあ

る部署への指導・ヒアリング等を実施します。 

② 管理部門：各部部長 

各部の部長クラスで構成され、部内各課の進捗を管理し、四半期毎の重点事項報告時の報

告内容の取りまとめを実施します。目標未達部署に対して改善を促します。 

③ 実行責任者：各課課長・支所長 

課内の推進員を指名するとともに四半期毎に進捗を部長へ報告します。課内の会議等で

は「課としてしっかりと取り組むこと」と宣言していただき、推進員が円滑に取り組みを進め

られるようにサポートして頂きます。 

④ 実務推進者 

各課・室・支所、教育委員会総務課、農業委員会、消防本部総務課の部課長・支所長より配

置された推進員（1 名以上）が実務を推進することとします。配置の際は、各部署の係長級を

推進員とすることを推奨します。推進員は、各課の事務事業における管理施設において取組

を推進し、その状況を実行責任者へ定期的に報告します。また、事務局と連携して化石燃料

の使用が多い施設を特に重点対策施設として選定し、省エネルギー診断を踏まえた対策の検

討や推進を実行します。 

併せて、事務事業編の直接的な対象とはなりませんが、各部署内の職員が個人で契約する

電力プランについて、再生可能エネルギー電力への切替を促していくことで五島市のゼロカ

ーボンシティおよび脱炭素先行地域への達成目標の実現を目指します。 

⑤ 事務局 

未来創造課課長を事務局長とし、未来創造課ゼロカーボンシティ推進班職員で構成します。

事務局は、庁内の取り組みの進捗把握・管理全般を行うとともに具体的対策の助言を行いま

す。また、各課の推進員と共に化石燃料の使用が多い施設を特に重点対策施設として、省エネ

ルギー診断を実施するとともに燃料の転換やエネルギー消費量の削減に向けた運用の検討な

どを実施します。 
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図 11 地球温暖化対策実行計画（事務事業編）推進における各員の役割 

 

この体制における運用ルールは以下の通りとします。 

表 11 地球温暖化対策実行計画（事務事業編）推進における運用ルール 

（運用ルール） 

1. 推進員指名のガイドライン提示 

事務局から各課長へ推進員の選出を依頼する際、「実効性を高めるため、原則として係長級

（または実務を動かせる中堅職員）を指名すること。実務負担軽減のため、若手職員を補佐

として付けることも推奨」と明記。 

2. 重点事項四半期報告フォーマットの統一 

課長が部長へ報告する際のフォーマットを事務局で作成（政策企画課と連携）。「①所管施設

の切り替え率」「②職員の切り替え率」「③課題・今後の対策」を簡潔に記載できるものにし、

課長の報告負担を減らしつつ、進捗を明確にする。 

3. 重点対策施設の選定 

事務局と各課で協議のもと、燃料の使用が大きい施設を「重点対策施設」に選定し、省エネ

ルギー診断等を通して、最適な削減方法の検討を行い、実行する。重点事項への報告の一つ

とする。省エネルギー診断実施に際しては未来創造課が支援を行う。 
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図 12 地球温暖化対策実行計画（事務事業編）推進体制 

 

 

(2) 点検・評価・見直し体制 

五島市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)は、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評

価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行います。また、四

半期毎の取組に対する PDCA を繰り返すとともに、五島市地球温暖化対策実行計画(事務事

業編)の見直しに向けた PDCAを推進します。 

① 四半期毎の PDCA 

五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進捗状況は、まず各部署の実行推進者が

実行責任者（課長・支所長級）に対して定期的に報告を行います。管理部門（各部長）は各課の

内容を取りまとめたうえで統括部門（市長・副市長・教育長）に報告します。事務局は四半期毎

の進捗状況の点検・評価を行い、各課の推進員と今後の取組方針を決定します。そのうえで事

務局は、各部の進捗および今後の取り組み方針を取りまとめしたうえで、経営戦略会議にて報

告します。 

併せて事務局は職員の人事異動による知見や各種取組を保持する観点から年初に本計画

に基づく方針会議を開催します。 

 

② 見直し予定時期までの期間内における PDCA 

①の経営戦略会議において事務局からの報告を受けて統括部門（市長・副市長・教育長）は

進捗状況を確認・評価します。本計画更新年度である 2030 年度に五島市地球温暖化対策実

行計画（事務事業編）の改定を行います。（実際の更新計画案の作成は 2029 年度を予定して

います） 
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図 13 毎年の PDCA イメージ 

 

(3) 進捗状況の公表 

五島市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進捗状況は、五島市のホームページ等で毎

年公表します。 

併せて庁舎内での進捗状況を各環境推進員が確認しやすいように共有できる仕組みを構築

します。 

計画（Plan） 

・取組方針・目標の決定 

・各課・施設に実行指示 

実行（Do） 

・各課・各施設での取組推進 

・研修等の実施 

評価（Check） 

・「温室効果ガス総排出量」算定 

・活動実績等の報告・評価 

改善（Act） 

・結果の公表 

・次年度の取組方針見直し 
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用語集 

  

用語集 
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本計画に掲載している温室効果ガス排出や省エネ・再エネ活動に関連する用語の解説を以下

に記します。 

用語 概要 

BAU排出量 BAUとは Business As Usualの略で現状趨勢のことです。本計画で

は今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の温室効果

ガス排出量を指します。 

COP 1992年、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目

標とする「国連気候変動枠組条約」が採択され、世界は地球温暖化対策に

世界全体で取り組んでいくことに合意しました。同条約に基づき、国連気

候変動枠組条約締約国会議(COP)が1995年から毎年開催されていま

す。日本は全ての COPに環境大臣が出席しています。 

EV（BEV） Electric Vehicle（Battery Electric Vehicle）の略語で、日本語で

は電気自動車と呼ばれます。走行時に温室効果ガスや排気ガスを出さな

い点が特徴です。(電源に再生可能エネルギーを活用するなどしないと、

発電される電力の温室効果ガス排出量は考慮する必要があります) 

GHG 温室効果ガス(Greenhouse Gas)の略称です。温室効果ガスとは太

陽光で暖まった地表面からの放射熱(赤外線)を宇宙へ逃がさず、大気中

に吸収する性質を持つガスのことを指します。 

京都議定書で排出削減の対象となっているのは、以下の通りです。 

二酸化炭素(CO₂)、メタン(CH₄)、一酸化二窒素(N₂O)、ハイドロフルオ

ロカーボン類(HFCs)、パーフルオロカーボン類(PFCs)、六フッ化硫黄

(SF₆)。2013年の第二約束期間から、三フッ化窒素(NF₃)も加わり計7

種となりました。 

GWP 地球温暖化係数(Global Warming Potential)の略称。二酸化炭素

を基準として、メタン(CH4)や一酸化二窒素(N2O)、代替フロン類など、

他の温室効果ガスの温暖化への影響度を示した数値のことをいいます。 

IPCC 気候変動に関する政府間パネル(IPCC: Intergovernmental 

Panel on Climate Change)は、世界気象機関(WMO)及び国連環

境計画(UNEP)により 1988年に設立された政府間組織で、2021年

8月現在、195の国と地域が参加しています。IPCCの目的は、各国政

府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることで、世界中の科

学者の協力の下、出版された文献(科学誌に掲載された論文等)に基づ

いて定期的に報告書を作成し、気候変動に関する最新の科学的知見の評

価を提供しています。 

LED LEDとは Light Emitting Diodeの略称で寿命が長い、消費電力が

少ない、応答が速い、長寿命などの基本的な特長を持っている照明のこ

とを指します。 

PPA Power Purchase Agreementの略称で、需要家と非 FITの再エネ

発電事業者が長期の電力購入契約を結ぶ電力調達形態のことを指しま

す。具体的な手法として電力や再エネ価値の購入契約を直接結ぶフィジ

カル PPA(主にオフサイト型)や、卸電力価格と契約した固定価格との差
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額決済により再エネ価値を直接取引するバーチャル PPAなどがありま

す。近年、PPAを行う事業者(PPA事業者)が需要家の屋根に再生可能

エネルギー発電設備を設置することで需要家は設置費用負担がなく、屋

根に設置された再生可能エネルギーを購入契約により再生可能エネルギ

ーを確保する事業モデルが拡大しています。 

ZEB Net Zero Energy Building(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の略称

で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する

年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことを

指します。 

運用改善 省エネルギーを推進する際に考えられる 1つの改善方法。設備の更新を

行うのではなく、あくまで現在の設備や EMS（エネルギーマネジメントシ

ステム）の導入などを通じて、エネルギーのピークシフトや空調や照明設

備の設定等を調整することでエネルギーの効率利用を図る方法です。 

区域施策編 地球温暖化対策計画に即して、その区域の自然的社会的条件に応じなが

ら温室効果ガスの排出量削減等を推進するための総合的な計画です。計

画期間に達成すべき目標を設定して、その目標を達成するために実施す

る措置の内容を定めるとともに、温室効果ガスの排出量削減等を行うた

めの施策に関する事項として、再生可能エネルギーの導入、省エネルギー

の促進、公共交通機関の利用者の利便の増進、緑化推進、廃棄物等の発

生抑制等循環型社会の形成等について定めるものです。五島市では「五

島市ゼロカーボンシティ計画」が区域施策編に相当します。 

グリーンカーボ

ン 

CO2吸収源の 1つで陸上の森林などの植物が固定する炭素のことをい

います。 

事務事業編 地球温暖化対策計画に即して、地方公共団体の事務事業に伴う温室効果

ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に

関する計画です。計画期間に達成すべき目標を設定し、その目標を達成

するために実施する措置の内容等を定めるものです。五島市では、本計

画が事務事業編に相当します。 

ピークシフト 蓄電池や EMS（エネルギーマネジメントシステム）制御を活用してエネル

ギー消費のピーク時間帯をずらすことで使用電力を平準化させる方法の

ことです。 

ブルーカーボン CO2吸収源の 1つで海草や海藻、植物プランクトンなど、海の生物の作

用で海中に取り込まれ固定される炭素のことをいいます。 


